






















制度（Institution for Competitive Research Grants ： ICRG：以下 ICRG と呼ぶ）である。ICRG は研究資金配分機
関が広く研究者・研究機関に対して研究課題を募り提案された研究課題の中から専門家による評価に基づいて実施





　実際、主要国中で最も基礎研究振興政策が進んでいるアメリカでは、NIH（National Institute of Health）・NSF
（National Science Foundation）・NASA（National Aeronautics and Space Administration）・DARPA（Defense 









ている。アメリカでは政府の科学技術振興予算の約 30％が CRG に投入され CRG 配分を展開する ICRG は基礎研究
振興政策の中心という認識が一般的になっている（２）。
　ICRG は日本においても基礎研究振興政策の中心になってきており、中長期的に国全体の基礎研究力を決定する
重要な制度になると予想される（３）。日本の ICRG は特に 1990 年代以降急速に発展し、近年多様な制度設計上の変
革がくり返され洗練されたものになってきた。





の下には科学政策に特化した機関（Science Policy Agency：SPA）が設置されている。ICRG 運営を中心的に担う
のも各省本体ではなく各省の下で独自に機能する独立性の強い SPA である。SPA の多くは自らの組織内部で研究
活動を展開すると同時に、外部の大学・研究機関にCRGを提供し多様な研究活動を振興する機能を有している。即ち、




られるようになってきた。ICRG の先進国であるアメリカでも NIH・NSF・DARPA・NASA 等の SPA が多様な
ICRG を運営している。日本においても JSPS（Japan Society for the Promotion of Science：日本学術振興会）・JST
（Japan Science and Technology Agency：科学技術振興機構）・NEDO（New Energy and Industrial Technology 
Development Organization：新エネルギー・産業技術総合開発機構）・NIBIO（National Institute of Biomedical 
Innovation：医薬基盤研究所）・NICT（National Institute of Information and Communications Technology：情報
通信研究機構）・NARO（National Agriculture and Food Research Organization：農業・食品産業技術総合研究機構）
などが卓越した SPA として主要な ICRG を運営する機関として発展してきている。
　SPA における ICRG 運営の中心を担うスタッフは、各研究分野の動向に関する専門知識を有するプログラムディ
レクター（Program Director：PD）とプログラムオフィサー（Program Officer：PO）である。PD は特定の ICRG
の運営を統括する上級スタッフで、担当 ICRG に関する戦略の形成と明示、多様なプログラムで構成される ICRG
内でのプログラム間の資金配分・運営等の総合調整、各プログラムを担当する PO の評価、その他担当 ICRG のマ
ネジメント向上につながる多様な取組を行う。PO は PD の下で ICRG 内の各プログラムの運営を担当するスタッフ
である。PO は担当プログラムの目標・重点テーマ等の明確化、申請研究課題を審査する評価者の選任、審査会の開催、
採択研究課題への対応、不採択研究課題への対応、プログラム運営の改善などに取り組む。各プログラムを運営す
る PO を複数統括する特定 ICRG を担当する PD は他の PD と共に PD 会議を開催し国全体の ICRG を調整する。
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図 1：科学技術政策関連省と SPA










































図 2：SPA と ICRG 運営の中心を担う PD・PO
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図 3：国全体の ICRG の総合調整を行う PD 会議




































ハイリスク・ハイインパクト研究とも言われている。米国の DARPA の ICRG が推進したインターネットの原型
となった ARPANET 等がハイリスク研究の代表的成果とされている。またアメリカの NSF の審議会である NSB















防総省（The Department of Defense：DoD）所管の DARPA やハワード・ヒューズ医学研究所（HHMI）にお
いてハイリスク研究課題への対応がなされてきた。特に DARPA はそのハイリスク研究対応の中から、先述した
ARPANET・GPS（全地球測位システム）・無人自動車・ステルス機能を生み出すなど高い実績を残してきた（４）。元来、
DARPA の起源は 1957 年のソビエトによる人工衛星スプートニック打上げ成功によってアメリカの国防技術の優
位性への危機感から、1958 年に国防総省所管の組織として ARPA（Advanced Research Projects Agency：先進研
究計画局）が設立されたところにあった。ARPA は後に DARPA（Defense Advanced Research Projects Agency）
となり米国国防技術を先導する重要な機関として発展していった。DARPA は自前の研究施設を有する研究機関で
はなく国防技術を研究する企業・大学に研究資金を供給する研究資金配分機関であり、強力な ICRG 運営機関とし
































































としては以下の点が重要である。第 1 に DARPA のハイリスク研究を推進する中心的存在として巨大な裁量権を有
するプログラムマネージャーの機能がある。DARPA のプログラムマネージャーの多くはプロジェクトや目的に応










するために DARPA 全体の意思決定システムがシンプルな構造になっている。DARPA 長官の下に 6 つの研究室（テ
クニカルオフィス）が設置されている。十分な裁量権を付与されているプログラムマネージャーの上の職位は、研
究室長・DARPA 長官しか存在しない非常にフラットな組織構造が形成されている。
　近年 NIH・NSF・DOE 等における ICRG では、長期的視点からの基礎研究課題の成果を多数産出してきたが、
研究分野の地平を大きく開拓するようなトランスフォーマティブな研究を出すことにおいては十分ではなかったと
いう分析がなされてきた。そして、2004 年より NIH・NSF においてもハイリスク研究を集中的に推進する新たな





した DARPA の経験の中で特に以下の点が参考になると考える。即ち、第 1 に大きな裁量権を有したプログラムマ









　現在日本の ICRG は研究開発以外の政策業務も担当する８府省の所管下に存在している。それらは CRG 配分に特
化した科学政策機関（SPA）が担当する ICRG と、府省本体が運営する ICRG に分けられる。
　ICRG 先進国のアメリカでは基本的に ICRG 運営に特化した科学政策機関が ICRG を全面的に担当している。
NIH・NSF・DARPA・NASA 等の SPA が研究費配分機関（Funding Agency to Allocate Research Grants：FARG） 



















　表４は日本の ICRG における独立配分機関・本省の CRG 予算額・CRG 予算額占有率を示している。2007 年度の
日本の ICRG の CRG 予算額 4,765 億円中の 3,067 億円が独立配分機関による配分で、本省による配分は 1,698 億円で
あった。独立配分機関配分が予算ベースで 64%になり独立配分機関による配分の方向性は進展したと言える。
表 4：日本の ICRG における独立配分機関・本省の CRG 予算額・CRG 予算額占有率
配分機関 制度数 CRG 予算額（万円） CRG 予算額占有率（%）
独立配分機関 17 3,067 億 4,600 64
本省 20 1,698 億 2,300 36
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　表５は日本の各府省所管下の ICRG の予算を示している。ハッチがかかった制度が独立配分機関担当の ICRG を
示している。2007 年までに日本の 37 の ICRG 中の 17 の ICRG が独立配分機関の担当になった。
　各府省の独立配分機関担当予算比率をみると、内閣府が０%、文部科学省は 72%、厚生労働省 15%、経済産業省
58%、農林水産省 53%、総務省 67%、環境省０%、国土交通省 50%、日本全体では 64%となっている。
　独立配分機関の CRG 予算規模に関しては、JSPS が約 1,800 億円、JST は約 777 億円、NEDO 約 145 億円、NIBIO 
は 74 億円、NICT70 億円、NARO が 69 億円と、巨額の CRG 予算規模を有する科学政策機関が形成されてきている。
　今後はいまだ本省自体が配分主体になっている ICRG の運営の独立配分機関への移行の可能性について検討して
いくべきであろう。
表 5：日本の ICRG における独立配分機関の担当状況
　　　―ハッチのかかった制度が独立配分機関担当 ICRG を示す―








JSPS（日本学術振興会） 科学研究費補助金 1,913 億 3,688億8,100 72
JST
（科学技術振興機構） 戦略的創造研究推進事業 486 億 2,600
本省 科学技術振興調整費 368 億
本省 21 世紀 COE プログラム 220 億 1,600
本省 グローバル COE プログラム 157 億 5,800
− 23 −
JST
（科学技術振興機構） 独創的シーズ展開事業 90 億 4,300
本省 キーテクノロジー研究開発の推進 159 億 6,700
本省 原子力システム研究開発事業　　　　 52 億 500
JST
（科学技術振興機構） 重点地域研究開発推進プログラム 82 億 7,300
JST
（科学技術振興機構） 先端計測分析技術・機器開発事業 48 億
本省 世界トップレベル研究拠点プログラム（WPI プログラム） 35 億
JST
（科学技術振興機構） 地域結集型研究開発プログラム等 34 億 7,900
JST




本省 地球観測システム構築推進プラン 5 億 7,300
厚生
労働省
本省 厚生労働科学研究費補助金 408 億 7,100
483 億 7,000 15NIBIO
（医薬基盤研究所） 保険医療分野における基礎研究推進事業 74 億 9,800
経済
産業省
本省 地域新生コンソーシアム研究開発事業 99 億 1,800








イノベーション実用化助成事業 86 億 7,500
石油天然ガス・金
属鉱物資源機構 石油・天然ガス開発・利用促進型事業 12 億 400




化事業 52 億 2,000










究支援事業 22 億 8,500
本省 産学官連携による食料産業等活性化のための新技術開発事業 6 億 6,100
総務省
NICT（情報通信
研究機構） 民間基盤技術研究促進制度 65 億
103 億 1,100 67




の先進的技術開発支援 5 億 5,000
消防庁 消防防災科学技術研究推進制度 3 億 1,100
− 24 −
環境省
本省 地球環境研究総合推進費 29 億 6,000
84 億 400 0
本省 地球温暖化対策技術開発事業 33 億 200
本省 廃棄物処理等科学研究費補助金 12 億 6,100




設整備支援機構 運輸分野における基礎的研究推進制度 4 億 400 8 億 400 50
本省 建設技術研究開発助成制度 4 億
合計 4,765 億 6,900 64
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表 6：日本の主要独立 CRG 配分機関と CRG 予算額
















































　第５に研究費使途等に関する研究者との意見交換が重要である。アメリカでは ICRG に関して、CRG 配分機関と




研究機関にとって利用しやすい制度設計・制度運営が発展していった。アメリカの ICRG では、一部の CRG 配分機
関と CRG 受け手側の制度運営に関する意見交換から実験的に行われた取組の中で効果が認められたものが他の広



























　を行う。2005 年には米国全体で 406 件 1,080 万ドル相当の研究開発成果・技術が民間に転用された。民間転用の
　形態の中には現物提供（in-kind contribution）の形態も多い。









⑻　アメリカ・イギリスでは国家による ICRG 以外に民間財団による大規模な ICRG がある。日本でも民間財団に
　よる ICRG も増加しているが、いまだその CRG 額は少なく支援期間も短い。
⑼　日本の ICRG においても 2006 年度時点で PD・PO が大半の ICRG で配置されたことは制度上の発展と言えるが、
　PD・PO の多くが非常勤スタッフであるという点が、原則として専任の PD・PO を配置しているアメリカの制度
　と比較するといまだ十分ではないと考える。
⑽　CRG 配分機関と CRG 受け手側の ICRG の運営に関する意見交換から実験的に行われた有効な取組については
　THE FEDERAL DEMONSTRATION PARTNERSHIP が詳しい。
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